
発議第２号 
 

地方財政の充実・強化を求める意見書 
 

　上記の議案を、石川町議会会議規則（昭和６２年議会規則第１号）第１４条の

規定により提出する。 
 
　　令和６年６月１１日 
 

提出者　石川町議会議員　水野谷常子 
 
賛成者　石川町議会議員　鈴 木 義 延 
 
賛成者　石川町議会議員　小 木 芳 郎 
 

 
　石川町議会議長　近 内 雅 洋　殿 
 
 
 
 

地方財政の充実・強化を求める意見書 
 

　いま、地方公共団体には、急激な少子・高齢化の進展にともなう子育て、 
医療・介護など社会保障制度の整備、人口減少下における地域活性化対策、脱炭

素化を目指した環境対策、物価高騰による多様な社会保障ニーズへの対応など、

極めて多岐にわたり新たな役割が求められています。加えて、急激に進められて

いる自治体システムの標準化や多発化する大規模災害に対する防災・減災や 
災害復旧への対応も迫られるなか、地域公共サービスを担う人材は圧倒的に 
不足しており、職場における疲弊感は日々深刻化しています。政府はこれまで

「骨太方針２０２１」に基づき、２０２１年度の地方一般財源水準を２０２４年

度まで確保することとしてきました。しかし、増大する行政需要また不足する 
人員体制に鑑みれば、今後はより積極的な財源確保が求められます。 
このため、２０２５年度政府予算また地方財政の検討にあたっては、現行の 

地方一般財源水準の確保から一歩踏みだし、日本全体として求められている 
賃上げ基調に相応する人件費の確保まで含めた地方財政の充実、強化が不可欠

となりますので、石川町議会として、次の事項の実現を求めます。 



 
記 

 
１　社会保障の充実、地域活性化、ＤＸ化、脱炭素化、物価高騰対策、防災・ 

減災、地域公共交通の再構築など、増大する地方公共団体の財政需要を的確 
に把握するとともに、それを支える人件費を重視しつつ、現行の水準にとど 
まらない、より積極的な地方財源の確保・充実を図ること。 

 
２　とりわけ、子育て対策、地域医療の確保、介護や生活困窮者の自立支援など、

より高まりつつある社会保障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫して 
いることから、引き続き、地方単独事業分も含めた十分な社会保障経費の 
拡充を図ること。特に、これらの分野を支える人材確保に向けた、自治体の 
取り組みを十分に支える財政措置を講じること。 

 
３　地方交付税の法定率を引き上げるなどし、臨時財政対策債に頼らない、より

自律的な地方財政の確立に取り組むこと。 
また、地域間の財源偏在性の是正に向けては、所得税や偏在性がより小さい 
消費税を対象に、国税から地方税への税源移譲を行うなど、より抜本的な 
改善を行うこと。 

 
４　政府が減税政策を行う場合、地方財政に影響が出ないよう、その財源は必ず

保障すること。その際は、「国と地方の協議の場」を活用するなどし、特段

の配慮を行うこと。 
 
５　「地方創生推進費」として確保されている１兆円については、現行の財政 

需要において不可欠な規模となっていることから、恒久的財源としてより 
明確に位置付けること。また、その一部において導入されている行革努力や 
取り組みの成果に応じた算定方法は、標準的な行政水準を保障するという 
地方交付税制度の趣旨に反することから、今後採用しないこと。 

 
６　会計年度任用職員においては２０２４年度から勤勉手当の支給が可能と 

なったものの、今後も当該職員の処遇改善や雇用確保が求められることから、 
引き続き、その財政需要を十分に満たすこと。 

 
７　特別交付税の配分にあたり、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている 
　　自治体に対して、その取り扱いを理由とした特別交付税の減額措置を行わ 
　　ないこと。とりわけ地域手当については、全国で同様の職務を担っている 



にもかかわらず、支給割合に０～２０％もの大きな格差が生じていること、 
近隣自治体間における支給割合の差により人材確保上の困難が生じている

ことから、自治体の自己決定権を尊重し、特別交付税の減額措置を廃止する

こと。 
 
８　自治体業務システムの標準化・共通化に向けては、その移行に係る経費と、 
　　移行の影響を受けるシステムの改修経費まで含め、デジタル基盤改革支援 

補助金を拡充するなど、引き続き必要な財源を保障すること。 
また、戸籍等への記載事項における「氏名の振り仮名」の追加など、ＤＸ化 
に伴い地方においてシステム改修や事務負担の増大が想定される際は、 
十分な財政支援を行うこと。 

 
９　地域の活性化に向けて、その存在意義が改めて重視されている地域公共交通

について、公共交通専任担当者の確保を支援するとともに、こども・子育て

政策と同様、普通交付税の個別算定項目に位置付け、一層の施策充実を図る

こと。 
 
10　人口減少に直面する小規模自治体を支援するため、段階補正を拡充するなど、

地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図ること。 
 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

　　令和６年６月１１日 

 

福島県石川郡石川町議会議長　近 内 雅 洋 

 

提 出 先 

内 閣 総 理 大 臣　岸 田 文 雄 殿 
衆 議 院 議 長　額賀福志郎 殿 
参 議 院 議 長　尾 辻 秀 久 殿 
財 務 大 臣　鈴 木 俊 一 殿 
総 務 大 臣　松 本 剛 明 殿 
厚 生 労 働 大 臣　武 見 敬 三 殿 
国 土 交 通 大 臣　斉 藤 鉄 夫 殿 
デ ジ タ ル 大 臣　河 野 太 郎 殿 
内閣府特命担当大臣　加 藤 鮎 子 殿　　宛



発議第３号 
 

福島県最低賃金の引き上げと早期発効を求める意見書 
 

　上記の議案を、石川町議会会議規則（昭和６２年議会規則第１号）第１４条の

規定により提出する。 
 
　　令和６年６月１１日 
 

提出者　石川町議会議員　金 沢 和 則 
 
賛成者　石川町議会議員　水野谷常子 
 
賛成者　石川町議会議員　角 田 保 寿 
 

 
　石川町議会議長　近 内 雅 洋　殿 
 
 
 
 

福島県最低賃金の引き上げと早期発効を求める意見書 
 

令和５年春闘結果での賃上げ率はほぼ３０年ぶりの高水準での賃上げとなっ

たものの、急激な物価上昇に追いつかず実質賃金はマイナスが続き、超少子 

高齢・人口減少という構造課題やデフレ経済なども相まって、不安定雇用と格差

の拡大により最低賃金近傍で働く者の生活はより厳しい状況が続き、経済・物価

上昇に見合った継続的な賃上げが喫緊の課題になっています。 

賃金と最低賃金の安定的な引き上げには、中小・零細企業の労務費の円滑な 

転嫁も必要不可欠であり、賃上げ原資の確保を含めた適切な価格転嫁による 

適正な価格設定をサプライチェーン全体で定着させ、物価に負けない賃上げと

労務費の適切な転嫁による取引適正化が急務となります。 

また、人手不足を補うための外国人労働者の増加とパート労働者、契約社員・

派遣社員など雇用形態の多様化は依然として存在し、低賃金・長時間労働など 

問題が山積するなか、重層的なセーフティネットの強化と、福島県の人口流出抑

制策となる最低賃金の引き上げとその早期発効は、重要な政策でもあります。 

 



よって、石川町議会は、本県の一層の発展を図るため、「賃金の経済政策」 

となる福島県の最低賃金引き上げに関する次の事項について、強く要望いたし

ます。 

 

１　福島県最低賃金は､可能な限り速やかに 1,000 円に到達させること。 

特に、国際情勢に起因する急激な物価上昇や円安の影響により、働く者の 

生活はより厳しさを増しており、経済・物価上昇に見合った賃上げが喫緊の

課題である現状を踏まえるとともに、「新しい資本主義実現会議」において、

2030 年代半ばまでに最低賃金全国平均 1,500 円となることを目指すとした

政府の積極的な姿勢を踏まえ、相応の引き上げを行うこと。 

 

２　中小企業等が、原材料価格やエネルギーコストのみならず、最低賃金引上げ

原資の確保を含めた、適切な価格転嫁による適正な価格設定をサプライ 

チェーン全体での定着に向け、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に 

関する指針」の周知徹底と環境整備の充実、強化を図ること。 

 

３　最低賃金引上げは賃金の多寡と人口移動の相関関係も示されており、労働

力確保や人口流出抑制等も多様な政策誘導として取り組むこと。 

 

４　福島県最低賃金の改定諮問時期は、労働者間の均衡や景気への影響も考慮

し、可能な限り早期の発効に努めること。 

 

５　最低賃金の改定額を踏まえ、公契約において賃金や労働条件に下方圧力が

かかることのないよう、賃金保証型（ILO 第 94 号条約に準拠）での公契約

条例の制定に向けて、中央府省庁及び地方自治体に対して指導を強化する

こと。 

　　 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

　　令和６年６月１１日 

 

福島県石川郡石川町議会議長　近 内 雅 洋 

 

提 出 先 

内閣総理大臣　岸 田 文 雄 殿 
厚生労働大臣　武 見 敬 三 殿 

福島労働局長　井 口 真 嘉 殿　　宛


	発議２号 地方財政の充実・強化を求める意見書
	発議３号 最低賃金引上げと早期発効

